川口市

サービス付き高齢者向け住宅自主点検表

	登録事業者
	

	事業者所在地
	

	住宅の登録番号
	

	住宅の名称
	

	住宅の所在地
	

	住宅の入居開始日
※ 4月１日時点で入居を開始していない場合は、開始予定日を記入してください。
	　　　　年　　月　　日

※ ４月１日時点で入居を開始していない場合は、この自主点検表は、内容が確定している設問のみ回答してください。

	記入者
	

	記入年月日
	　　　　年　　月　　日

	電話
	

	ＦＡＸ
	


サービス付き高齢者向け住宅自主点検表の作成について

川口市住宅政策課

　　　介護保険課

１　趣旨

　　入居者の安全・安心を確保するためには、事業者自らが定期的に運営状況等を点検し、住宅の状況を確認することが必要です。

　　川口市では、市内の登録事業者を対象として、高齢者の居住の安定確保に関する法律、国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則、川口市サービス付き高齢者向け住宅事務取扱要領及び川口市サービス付き高齢者向け住宅に係る報告及び検査等実施要領などの関係規定に基づき、とくに入居者の安全・安心を確保するうえで最優先されるべき事項に関して自主点検をお願いしております。

２　実施方法

　（１）本年４月１日時点の状況を自主点検表に記入のうえ、川口市都市計画部住宅政策課宛て提出してください。なお、提出する際には控えを必ず保管してください。

　（２）「はい・いいえ」等の判定については、該当する項目を○で囲んでください。

	　「法令」の欄は、次の事項を参照してください。

・「法」　　　　　　高齢者の居住の安定確保に関する法律

　　　　　　　　　 （平成１３年４月６日法律第２６号）

・「共同省令」　　　国土交通省・厚生労働省高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則

　　　　　　　　　 （平成２３年８月１２日厚生省令・国土交通省令第２号）

・「基本方針」　　　高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針

　　　　　　　　　 （平成２１年８月１９日厚生労働省・国土交通省告示第１号）

・「管理指針」　　　高齢者が入居する賃貸住宅の管理に係る指針

　　　　　　　　　 （平成１３年８月６日国土交通省告示第１３００号）

・「留意事項」　　　川口市におけるサービス付き高齢者向け住宅の生活支援サービス提供に

　　　　　　　　　 係る留意事項（平成３０年３月３１日市長決裁）

・「感染症通知」　　社会福祉施設等における感染症発生時に係る報告について

　　（平成17年2月22日付老発0222001号）

・「危機管理通知」　サービス付き高齢者向け住宅危機管理マニュアルの制定について

　　（平成３０年３月３１日付川住第１０１４号・川口市通知）


○　サービス付き高齢者向け住宅の概要（空欄に記入してください。）

	項　目
	内　　　容

	住宅の登録番号・名称
	登録番号：
	名称：

	住宅の所在地
	

	事業者名
	

	事業者所在地
	

	建物の構造
	　　　　造　　　　階建て

	竣工の年月
	　　　　年　　月　　日

	居室数
	　　　　室

	面積
	延床面積
	　　　　　　㎡（サービス付き高齢者向け住宅部分のみ）

	
	居室面積

(小数点以下第２位まで記入)
	壁芯　　　　　　　㎡　～　　　　　　㎡

※　最小居室が壁芯で18㎡を下回る場合には、以下も記入

便所を除いた内法面積　　　　　　㎡　～　　　　　㎡

	設備

※ 「有り」「一部の居室のみ有り」「無し」のいずれかに○を付けてください。
	各居室


	水洗便所
	有り

	
	
	洗面設備
	有り

	
	
	浴室
	有り ・ 一部居室のみ有り ・ 無し

	
	
	台所
	有り ・ 一部居室のみ有り ・ 無し

	
	
	収納
	有り ・ 一部居室のみ有り ・ 無し

	
	共用部分
	浴室
	有り ・ 無し

	
	
	台所
	有り ・ 無し

	
	
	収納
	有り ・ 無し

	入居契約の種類
	賃貸借契約　　・　　利用権契約

	家賃等
	家　賃
	（最低）　　　　　　円
	（最高）　　　　　　円

	
	共益費
	（最低）　　　　　　円
	（最高）　　　　　　円

	
	敷　金
	（最低）　　　　　　円
	（最高）　　　　　　円

	
	前払金
	あり　・　なし　

	
	
	（ありの場合保全措置の方法：　　　　　　　　　　　　　）

	住宅提供サービス

の料金

※ 料金は税込表示で記入してください。

※１月あたりの金額は、１月を３０日として算出
	状況把握・生活相談
	　　　　　円／月・　　　　　円／回

	
	食事の提供
	　　　　　円／月・　　　　　円／回

	
	入浴等の介護（介護保険以外）
	　　　　　円／月・　　　　　円／回

	
	家事サービス（介護保険以外）
	　　　　　円／月・　　　　　円／回

	
	健康の維持増進
	　　　　　円／月・　　　　　円／回

	
	その他サービス
	　　　　　円／月・　　　　　円／回

	特定施設入居者生活介護の指定
	指定を受けている　・　指定を受けていない

指定年月日：　　　　　　　　　　事業所番号：


○　状況把握、生活相談サービスの概要

	状況把握サービス
	状況把握の頻度
	　　　　　　　　　回　／　１日あたり

	
	職員等の常駐
	２４時間　・　夜間は緊急通報装置

	
	状況把握の
提供者
	運営会社の職員　・　委託業者の職員

委託業者の名前：

	
	提供の方法
日中

（　時　～　時）
	□　①各居室を訪れて、入居者の状況を把握している

□　②食事の際に入居者の状況を把握している

□　③フロントでの外出時等を通じて、状況把握している

□　④その他（　　　　　　　　　　　　　）

	
	提供の方法
夜間

（　時　～　時）
	□　①定期巡回を行い、入居者の状況を把握している

□　②緊急通報装置により、通報時に対応している

　　通報先（　住宅内事務室等　・　委託業者　）

　　　通報から到着までに要する時間：　　　分程度

□　③その他（　　　　　　　　　　　　　）

	生活相談サービス
	相談の対応時間
	　　曜日　　～　　曜日

　　時　　～　　時

	
	相談の対応者
	管理者 ・ 相談員 ・ 介護看護職員 ・ その他（　　　）


○　職員配置（併設の介護施設などは含めず、サービス付き高齢者向け住宅部分のみ記入する。）
	職　種

（管理者、相談員など）
	資格名称
	常勤
	非常勤
	合計

	
	
	専 従
	非専従
	専 従
	非専従
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	人
	人
	人
	人
	人


※夜間の人員配置　　　　　人（夜勤・宿直）※「夜勤」又は「宿直」に○を付けてください。

（参考）
○　外部サービス利用の概要

１．介護事業所やデイサービス等の併設（　有 　・ 　無　）

　※　「有」の場合、その施設の種別・名称

	施　設　種　別
	施　設　名

	
	

	
	

	
	


※　併設する介護事業所とサービス付き高齢者向け住宅との区分管理については、平成２６年３月１１日付け高介第１８８５号（埼玉県通知）を参考にしてください。

２．入居者が利用する外部サービスの概要（「居宅介護支援事業所」や上記１に記載したサービスなども含めて全て記入してください。）

	施　設　種　別
	施　設　名
	利用者数

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


○　入居状況

	入居状況
	定員　　　人　／　現員　　　人


○　入居者の概要

	介 護 度
	要介護５
	要介護4
	要介護3
	要介護2
	要介護1
	要支援2
	要支援1
	自立
	合 計

	6０歳未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６０歳以上６５歳未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	65歳以上75歳未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	75歳以上85歳未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	85歳以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 ※１　うち生活保護受給者（　　　）人

※２　男女別　男（　　　）人、女（　　　）人

※３　入居時の住所地　県内（　　　）人〔うち川口市内（　　　）人〕、県外（　　　）人
回答欄では、該当する項目に○（マル）を付けてください。
	確認事項
	確認項目
	回答欄
	法令・備考

	
（１）

面積、設備

（２）

加齢対応構造等

（３）

設備点検関係

（４）

その他



（１）

状況把握・

生活相談

（２）

その他のサービス（共通事項）

（３）

食事の提供

（４）

入浴等の介護

（介護保険以外）
（５）

家事サービス

（６）

健康の維持増進

（７）

その他


（１）

入居資格

（２）

入居契約

（３）

前払金

（４）

帳簿の作成・保存

（５）

登録事項の広告

（６）

入居契約前の書面の交付及び説明等

（７）

金銭管理

（８）

原状回復


（１）

苦情処理

（２）

消防関係

（３）

建築基準法等


（４）

危機管理


	①　登録申請後、変更登録を行わずに部屋の用途の変更や間取りの変更を行った箇所はありませんか。


②　収納、浴室、脱衣室等の、入居者が共同利用する施設に事業者の物品等を保管していませんか。

段差のない床、浴室等の手すり、介助用の車椅子で移動できる幅の廊下など、登録申請時（変更登録含む）に提出した加齢対応構造等のチェックリストの内容に変更はありませんか。


①　水道法に基づく受水槽の点検、浄化槽の水質検査や建築基準法に基づくエレベーターの点検など、定期的に住宅の点検を行っていますか。

②　住宅の管理を委託により他の事業者に行わせる場合、当該事業者の商号、名称又は氏名及び住所並びに委託に係る契約事項及び業務の実施状況について帳簿を作成し、保存していますか。（委託していない場合、「委託していない」に○を付けてください。）

現在の各住戸の住戸番号は、登録を行った際の住戸番号と同じですか。

①　入居時に心身の健康状況等について聞き取りを行っていますか。

②　入居後も各種の相談に応ずるとともに適切な助言等に努めていますか。

①　サービス付き高齢者向け住宅で提供している以下のサービスは、介護保険によるサービスでないことを契約書等に明記していますか。

②　サービス付き高齢者向け住宅で提供している以下のサービスについて、料金や提供内容を契約書等に明記していますか。

③　入居者が個別に契約して、外部の介護保険サービスを利用する場合、いわゆる「囲い込み」が行われないよう事業者の選択は自由である旨、契約書等に明示していますか。

①　食事の提供をしていますか。
②　高齢者に適した献立となっていますか。

③　栄養士が献立表を作成していますか。

④　食堂において食事をすることが困難な入居者に対しては、居室において食事を提供するなど必要な配慮を行っていますか。

　入浴介護、排せつ介護、食事介護等、介護保険サービスではない介護サービスを提供していますか。


　洗濯、清掃、調理等、家事サービスを提供していますか。


①　健康管理サービスを提供していますか。
②　健康診断等の記録を保存していますか。

③　医療機関での治療が必要な場合には適切な治療が受けられるよう医療機関への連絡、紹介、受診手続き、通院介助等の協力に努めていますか。

①　契約に従って高齢者生活支援サービスを提供していますか。

②　入居者に提供した、以下の高齢者生活支援サービスの内容を記録していますか。

　ア 状況把握記録

　イ 夜間巡視記録

　ウ 生活相談等記録

　エ 苦情等記録

　オ 事故及びヒヤリハット記録

③　高齢者生活支援サービスを委託により他の事業者に行わせる場合、当該事業者の商号、名称又は氏名及び住所並びに委託に係る契約事項及び業務の実施状況について帳簿を作成し、保存していますか。

④　入居者に対し、緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束を行っていますか。

もしくは行ったことはありますか。

①　入居者は、自ら居住するために住宅を必要とする高齢者（60歳以上の方又は要介護・要支援認定を受けている方）ですか。

②　同居者は、配偶者、60歳以上の親族、要介護・要支援認定を受けている親族又は登録申請時において特別に認められた方ですか。

①　書面による契約としていますか。

②　居住部分が明示された契約としていますか。（住戸番号、住戸面積が明示されていますか。）


③　家賃、共益費、契約期間は明示されていますか。


④　事業者が、敷金、家賃、高齢者生活支援サービスの提供の対価及び前払金（家賃等の全部又は一部を前払いで一括して受領したもの）を除き、権利金その他の金銭を受領しない契約としていますか。

⑤　入居者の病院への入院又は心身の状況の変化を理由として、当該理由が生じた後入居者の合意なく、一方的に居住部分を変更し、又は契約を解約していませんか。

⑥　住宅の建設工事の完了前に敷金又は家賃等の前払金を受領していませんか。

⑦　契約書の内容を変更した場合に、登録の変更届の手続をしていますか。

家賃の前払金を受領していますか。

≪以下、受領している場合に記載≫

家賃の前払金を受領する場合は、想定される入居期間を元に金額を設定し、返還金が生じる場合の計算方法等を契約書等に明示する必要があります。

①　家賃の前払金の額は、想定される入居期間を元に金額を設定していますか。

②　家賃の前払金の算定根拠を、契約書や重要事項説明書に明示していますか。

③　契約解除又は入居者が死亡した場合の、家賃の前払金の返還方法を契約書や重要事項説明書に明示していますか。

④　入居後、３か月を経過するまでの間に、契約解除又は入居者が死亡した場合には、日割りで計算した家賃等の実費を除き、受領した家賃の前払金を返還しなければなりません。その旨、契約書及び重要事項説明書に明示していますか。　
①　入居契約書を適正に作成し、保管していますか。

②　入居者ごとに、氏名、入居時期、退去時期、敷金の額、家賃の額、入居者の支払額等を記入する帳簿を作成し、保管していますか。

③　下記事項について、それぞれ帳簿を作成し、２年間以上保存していますか。

　・住宅の修繕及び改修の実施状況

　・入居者からの金銭の受領の記録

　・緊急やむを得ず入居者に身体的拘束を行った場合にあっては、その態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記した記録

④　個人情報の管理は適切に行っていますか。（施錠のできるロッカー等に保管していますか。）

高齢者生活支援サービスの内容その他の登録事項に関して広告を行う場合、事実に相違する表示をしていませんか。

住宅に入居しようとする方に対して、以下の事項を入居契約前に、書面を交付して説明していますか。

また、以下の事項について入居契約後に変更があった場合、変更した内容の書面を交付して入居者に説明していますか。（軽微な変更を除く。）

　・住宅の登録事項

　・入居契約が賃貸借契約でない場合は、その旨

　・入居契約の内容に関する事項

　・介護サービス情報（事業者が特定施設入居者生活介護事業所、地域密着型特定　施設入居者生活介護事業所及び介護予防特定施設入居者生活介護事業所の指定を受けている場合）

　・家賃等の前払金の返還債務が消滅するまでの期間

　・上記の期間中において、契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した場合における家賃等の前払金の返還額の推移

　入居者の金銭、預金等の管理は入居者自身が行うことを原則としていますか。

≪事業者が金銭管理を例外的に行っている場合≫
①　現在、入居者の金銭を管理している場合には、その人数を記入してください。

②　金銭管理を行う場合は、入居者本人が特に事業者に依頼した場合や、入居者本人が認知症等により十分な判断能力を有せず金銭等の適切な管理が行えないと認められる場合であって、身元引受人等の承諾を得たとき等としていますか。

③　金銭管理する場合にあっては、依頼又は承諾を書面で確認するとともに、金銭等の具体的な管理方法、本人又は身元引受人等への定期的報告等を書面で定めていますか。

④　生活保護費から賃料等を天引きしていますか。

建物・設備等の自然的な劣化・損耗・毀損及び賃借人の通常の使用により生ずる損耗・毀損については、事業者が負担する費用としていますか。

①　苦情処理の受付窓口を設け、苦情相談記録を作成していますか。

②　県等の公的な外部の苦情処理機関について入居者等に周知していますか。

①　消防法上の用途を記入してください。





②　以下の設備が設置されているか確認してください。
　　・自動火災報知設備

　　・火災通報装置（消防機関へ通報する火災報知設備）

　　・消火器

　　・スプリンクラー設備

　　消防用設備等の検査は適正に行われていますか。

　　検査報告書は保管されていますか。

　　消防法に基づく立入検査を受けていますか。検査を受けた時期はいつですか。

　（　　　　年　　月　　日）

③　消防法における防火管理者の選任が必要な建物ですか。

（防火管理者の選任が必要な場合）

　・防火管理者を選任し、消防署に届出をしていますか。

　・消防計画を作成し、消防署に届出をしていますか。

④　定期的な避難訓練を実施していますか。

　昨年度（昨年4月1日～今年３月３１日までの間）に実施した日付を記入してください。　　　

（①　 月　 日②　 月　 日③　 月　 日）

　　上記避難訓練のうち、夜間を想定した訓練はありますか。

（有の場合番号を記入：　　　　　　）

⑤　緊急時の避難計画を作成し職員に周知徹底していますか（職員による避難誘導体制の確立）
⑥　入居者のタバコの取扱いを記入してください。

⑦　住宅内の通路・勝手口に障害物等を置かず、避難経路を確保していますか。

⑧　施錠等を行うことで、避難の妨げになっていませんか。

⑨　カーテン等は防炎物品が使用されていますか。

⑩　（参考）火災保険に加入されていますか。

①　建築用途を記入してください。





②　検査済証の交付を受けていますか。

③　必要な申請をせずに増改築を行っていませんか。

④　建築基準法に基づく定期報告を行っていますか。（定期報告の対象ではない場合は「対象ではない」に○を付けてください。）

①　緊急時マニュアルを作成し、職員に周知していますか。

②　緊急連絡網を作成し、職員に周知していますか。

③　入居者に事件・事故が発生した場合、その状況及び事故に際して採った処置の内容を記録していますか。

④　入居者に事件・事故が発生した場合、その内容に応じて県その他関係機関へ報告していますか。

⑤　食中毒及び感染症（インフルエンザ等）に対する対策は適切に行われていますか。


⑥　職場研修や職員会議等を実施し、再発防止策を確立して職員に周知していますか。
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共同省令２１条第１項
法第１９条

共同省令２１条第１項
法第７条第1項第４号
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法第１９条
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１　住宅･設備等に関すること





２　入居者に対するサービス提供等に関すること





（※　特定施設入居者生活介護の指定を受けている場合には、記載不要）





３　入居契約・書類等に関すること





４　その他





※　消防法及び建築基準法については、住宅の規模により基準が異なります。必ず所管する関係機関に確認してください。








変更ありの場合、該当箇所








変更ありの場合、該当箇所








（提供している場合）　自ら　・　委託


（委託業者名：　　　　　　　　　　　　）





（提供している場合）　自ら　・　委託


（委託業者名：　　　　　　　　　　　　）





（提供している場合）　自ら　・　委託


（委託業者名：　　　　　　　　　　　　）





（提供している場合）　自ら　・　委託


（委託業者名：　　　　　　　　　　　　）





（「いいえ」の場合）明示されていない事項








（「いいえ」の場合）明示されていない事項








取扱い方法





（対策の具体的内容）
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